
主目的 3 12 6

副目的

款 項 目 大 中

目的

（対象をどの様な

状態にするのか）

父又は母のいない児童を養育している保護者に手当を支給することにより、これら児童の健

全な育成と福祉の増進を図る。

内容

（手段）

◆実施内容

・市内に在住し、離婚・死亡・行方不明・遺棄・拘禁などにより片親又は両親がいないか、父

又は母が重度の障害状態にある18歳以下の児童（18歳に達した日の属する年度の末日ま

での者）を養育している保護者に支給する。

　小学生以下の児童：月額2,000円　　中学生の児童：月額3，000円

　18歳以下（中学卒以上）：月額4,000円　　※所得制限あり

8月に現況届の受付を実施する。

平成25年3月末受給世帯数、母子家庭1,326 世帯、父子家庭60世帯、その他世帯7世帯の

合計1,421世帯。
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合計1,421世帯。

◆24年度直接経費の内訳

　消耗品、印刷費等（105千円）　　　　通信運搬費（67千円）

　システム委託料（643千円）　　　扶助費（市遺児手当）（68,640千円）

◆25年度直接経費の内訳

　消耗品、印刷費等（123千円）　　　　通信運搬費（67千円）

　システム委託料（643千円）　　　扶助費（市遺児手当）（76,568千円）
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H25

事業の

達成状況

年3回の定期支払いをはじめ、申請、審査等適切な事務を行った。
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事業実施におけ

る課題

国、県のひとり親家庭の手当と同時申請となるため、手続きに時間がかかる。
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評評評評

価価価価

一次評価のとおり。

国、県のひとり親家庭の手当と違い、支給要件が緩和されているため、手当の受給対

象者は多い。手当を廃止した場合、ひとり親家庭の経済的負担が増加し、生活の安

定が損なわれる可能性が高まる。

事業を縮小・

廃止したときの

影響

維　持

維　持

研修やマニュアルなどにより、複数の職員が対応できるようにし、待ち時間、手続きに

必要な時間の短縮を図る。
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２６年度以降

の改善案

研修やマニュアルなどにより、複数の職員が対応できるようにし、待ち時間、手続きに

必要な時間の短縮を図る。

実実実実

施施施施
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果果果果

ひとり親家庭の経済状況は厳しく、児童の健全育成や生活の安定のため引き続き支

援する必要があるため。

判定理由

事業のボリュームを現状規模で維持すべきもの

（対象や手段を見直す場合も含む）

２５年度における

事業の改善・見

直し内容（新規追

加事項、廃止・削

減事項等）


